
 

議案第１７８号 

さいたま市市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２４年１１月２８日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市市営住宅条例の一部を改正する条例 

さいたま市市営住宅条例（平成１３年さいたま市条例第２６７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

目次 目次 
第１章 ［略］  第１章 ［略］ 
 第１章の２ 公営住宅等の整備基準  
 第１節 総則（第３条の２―第３条の５）  
第２節 敷地の基準（第３条の６・第３条の７

）  

 第３節 公営住宅の基準（第３条の８―第３条

の１５）  

 第４節 共同施設の基準（第３条の１６―第３

条の１９）  

第２章～第６章 ［略］ 第２章～第６章 ［略］ 
附則 附則 

  
（用語の定義） （用語の定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
⑴～⑶ [略] ⑴～⑶ [略] 

⑷ 共同施設等 法第２条第９号に規定する共同

施設（以下「共同施設」という。）及び改良法

第２条第７項に規定する地区施設をいう。 

⑷ 共同施設等 法第２条第９号に規定する共同

施設及び改良法第２条第７項に規定する地区施

設をいう。 

⑸～⑻ [略] ⑸～⑻ [略] 

  

   第１章の２ 公営住宅等の整備基準  



 

  
第１節 総則  

  
（整備基準）  
第３条の２ 法第５条第１項及び第２項に規定する

整備基準については、この章に定めるところによ

る。 

 

  
（健全な地域社会の形成）  
第３条の３ 公営住宅及び共同施設（以下「公営住

宅等」という。）は、その周辺の地域を含めた健

全な地域社会の形成に資するように考慮して整備

しなければならない。 

 

  
（良好な居住環境の確保）  
第３条の４ 公営住宅等は、安全、衛生、美観等を

考慮し、かつ、入居者等にとって便利で快適なも

のとなるように整備しなければならない。 

 

  
（費用の縮減への配慮）  
第３条の５ 公営住宅等の建設に当たっては、設計

の標準化、合理的な工法の採用、規格化された資

材の使用及び適切な耐久性の確保に努めることに

より、建設及び維持管理に要する費用の縮減に配

慮しなければならない。 

 

  
第２節 敷地の基準  

  
（位置の選定）  
第３条の６ 公営住宅等の敷地（以下「敷地」とい

う。）の位置は、災害の発生のおそれが多い土地

及び公害等により居住環境が著しく阻害されるお

それがある土地をできる限り避け、かつ、通勤又

は通学、日用品の購買その他入居者の日常生活の

利便を考慮して選定されたものでなければならな

い。 

 

  
（敷地の安全等）  
第３条の７ 敷地が地盤の軟弱な土地、崖崩れ又は

出水のおそれがある土地その他これらに類する土

地であるときは、当該敷地に地盤の改良、擁壁の

設置等安全上必要な措置が講じられていなければ

ならない。 

 

２ 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は

処理するために必要な施設が設けられていなけれ

ばならない。 

 

  
第３節 公営住宅の基準  



 

  
（公営住宅の住棟等の基準）  
第３条の８ 住棟その他の建築物は、敷地内及びそ

の周辺の地域の良好な居住環境を確保するために

必要な日照、通風、採光、開放性及びプライバシ

ーの確保、災害の防止、騒音等による居住環境の

阻害の防止等を考慮した配置でなければならない。

 

  
（公営住宅の基準）  
第３条の９ 公営住宅には、防火、避難及び防犯の

ための適切な措置が講じられていなければならな

い。 

 

２ 公営住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失

の防止その他の公営住宅に係るエネルギーの使用

の合理化を適切に図るための措置が講じられてい

なければならない。 

 

３ 公営住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分

の遮音性能の確保を適切に図るための措置が講じ

られていなければならない。 

 

４ 公営住宅の構造耐力上主要な部分（建築基準法

施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１条第３

号に規定する構造耐力上主要な部分をいう。以下

同じ。）及びこれと一体的に整備される部分には、

当該部分の劣化の軽減を適切に図るための措置が

講じられていなければならない。 

 

５ 公営住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配

管には、構造耐力上主要な部分に影響を及ぼすこ

となく点検及び補修を行うことができるための措

置が講じられていなければならない。 

 

  
（公営住宅の住戸の基準）  
第３条の１０ 公営住宅の１戸の床面積の合計（共

同住宅においては、共用部分の床面積を除く。）

は、２５平方メートル以上とする。ただし、共同

住宅において共用部分に共同して利用するために

適切な台所及び浴室を設ける場合で、当該台所及

び浴室を設けた場合の床面積に係る基準を市長が

別に定めるときは、この限りではない。 

 

２ 公営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面

設備及び浴室並びにテレビジョン受信の設備及び

電話配線が設けられていなければならない。ただ

し、共用部分に入居者が共同して利用するために

適切な台所又は浴室を設けることにより、各住戸

部分に設ける場合と同等以上の居住環境が確保さ

れる場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴室

を設けることを要しない。 

 

３ 公営住宅の各住戸には、居室内における化学物

質の発散による衛生上の支障の防止を図るための

措置が講じられていなければならない。 

 



 

  
 （公営住宅の住戸内の各部）  
第３条の１１ 公営住宅の住戸内の各部には、移動

の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措

置その他の高齢者等が日常生活を支障なく営むこ

とができるための措置が講じられていなければな

らない。 

 

  
（公営住宅の共用部分）  
第３条の１２ 公営住宅の通行の用に供する共用部

分には、高齢者等の移動の利便性及び安全性の確

保を適切に図るための措置が講じられていなけれ

ばならない。 

 

  
（公営住宅の附帯施設）  
第３条の１３ 敷地内には、必要な自転車置場、物

置、ごみ置場等の附帯施設が設けられていなけれ

ばならない。 

 

２ 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び

良好な居住環境の確保に支障が生じないように考

慮されたものでなければならない。 

 

  
（評価方法基準）  
第３条の１４ 第３条の９第２項から第５項まで、

第３条の１０第３項、第３条の１１及び第３条の

１２に規定する措置は、住宅の品質確保の促進等

に関する法律（平成１１年法律第８１号）第３条

の２第１項に規定する基準に基づき、市長が別に

定めるものとする。 

 

  
（適用の除外）  
第３条の１５ 公営住宅の買取り、借上げ及び住戸

の数の増加を伴わない増築又は改築については、

第３条の９第２項から第５項まで、第３条の１０

第３項、第３条の１１及び第３条の１２の規定は

適用しない。 

 

  
第４節 共同施設の基準  
  

（児童遊園）  
第３条の１６ 児童遊園の位置及び規模は、敷地内

の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟の配置等に

応じて、入居者の利便及び児童等の安全を確保し

た適切なものでなければならない。 

 

  
（集会所）  
第３条の１７ 集会所の位置及び規模は、敷地内の

住戸、敷地の規模及び形状、住棟及び児童遊園の

 



 

配置等に応じて、入居者の利便を確保した適切な

ものでなければならない。 
  
（広場及び緑地）  
第３条の１８ 広場及び緑地の位置及び規模は、良

好な居住環境の維持増進に資するように考慮され

たものでなければならない。 

 

  
（通路）  
第３条の１９ 敷地内の通路は、敷地の規模及び形

状、住棟等の配置並びに周辺の状況に応じて、日

常生活の利便、通行の安全、災害の防止、環境の

保全等に支障がないような規模及び構造で合理的

に配置されたものでなければならない。 

 

２ 通路における階段は、高齢者等の通行の安全に

配慮し、必要な補助手すり又は傾斜路が設けられ

ていなければならない。 

 

  
（公営住宅の入居者資格） （公営住宅の入居者資格） 
第６条 公営住宅に入居することができる者は、次

に掲げる条件を具備する者でなければならない。

第６条 公営住宅に入居することができる者は、次

に掲げる条件を具備する者でなければならない。

⑴ 現に同居し、又は同居しようとする３親等以

内の親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を

含む。以下同じ。）があること。ただし、次に

掲げる者（身体上又は精神上著しい障害がある

ために常時の介護を必要とし、かつ、居宅にお

いてこれを受けることができず、又は受けるこ

とが困難であると市長が認める者を除く。）に

あっては、この限りでない。 

⑴ 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚

姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者その他婚姻の予約者を含む。以下同

じ。）があること。ただし、次に掲げる者（身

体上又は精神上著しい障害があるために常時の

介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受

けることができず、又は受けることが困難であ

ると市長が認める者を除く。以下「高齢者等」

という。）にあっては、この限りでない。 
 ア～ク ［略］  ア～ク ［略］ 

⑵ その者の収入がアからカまでに掲げる場合に

応じ、それぞれアからカまでに定める金額を超

えないこと。 

⑵ その者の収入がア、イ又はウに掲げる場合に

応じ、それぞれア、イ又はウに掲げる金額を超

えないこと。 

ア 入居者又は同居者に障害者基本法第２条第

１号に規定する障害者でその障害の程度が次

の(ア)、(イ)又は(ウ)に掲げる障害の種類に応じ、

それぞれ(ア)、(イ)又は(ウ)に定める程度であるも

のがある場合 ２１４，０００円 

ア 入居者が身体障害者である場合その他の令

第６条第４項各号に掲げる場合 令第６条第

５項第１号に規定する金額 

(ア) 身体障害 前号イ(ア)に規定する程度 

(イ) 精神障害（知的障害を除く。） 精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律施行令

第６条第３項に規定する１級又は２級に該

当する程度 

 

(ウ) 知的障害 (イ)に規定する精神障害の程度

に相当する程度 

 

イ 入居者又は同居者に前号ウ、エ、カ又はキ

に該当する者がある場合 ２１４，０００円

 

ウ 入居者が６０歳以上の者であり、かつ、同  



 

居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満

の者である場合 ２１４，０００円 

エ 同居者に小学校就学の始期に達するまでの

者がある場合 ２１４，０００円 

 

オ 公営住宅が、法第８条第１項若しくは第３

項若しくは激甚災害に対処するための特別の

財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第

１５０号）第２２条第１項の規定による国の

補助に係るもの又は法第８条第１項各号のい

ずれかに該当する場合において市が災害によ

り滅失した住宅に居住していた低額所得者に

転貸するため借り上げるものである場合 ２

１４，０００円（当該災害発生の日から３年

を経過した後は、１５８，０００円） 

イ 公営住宅が、法第８条第１項若しくは第３

項若しくは激甚
じん

災害に対処するための特別の

財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第

１５０号）第２２条第１項の規定による国の

補助に係るもの又は法第８条第１項各号のい

ずれかに該当する場合において市が災害によ

り滅失した住宅に居住していた低額所得者に

転貸するため借り上げるものである場合 令

第６条第５項第２号に規定する金額 

カ アからオまでに掲げる場合以外の場合 １

５８，０００円 

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 令第６

条第５項第３号に規定する金額 

⑶～⑸ ［略］ ⑶～⑸ ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
  

 （公営住宅の入居者資格の特例）  （公営住宅の入居者資格の特例） 

第７条 前条の規定にかかわらず、法第２４条第１

項、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第

１４号）第２１条又は福島復興再生特別措置法（

平成２４年法律第２５号）第２１条の規定により

法第２３条各号に掲げる条件を具備する者とみな

される者は、公営住宅に入居することができる者

とする。 

第７条 前条の規定にかかわらず、法第２４条第１

項又は被災市街地復興特別措置法（平成７年法律

第１４号）第２１条の規定により法第２３条各号

に掲げる条件を具備する者とみなされる者は、公

営住宅に入居することができる者とする。 

２ 前条第１項第２号オに掲げる公営住宅に入居す

ることができる者は、同項各号に掲げる条件を具

備するほか、当該災害発生の日から３年間は、な

お、当該災害発生により住宅を失った者でなけれ

ばならない。 

２ 前条第１項第２号イに掲げる公営住宅に入居す

ることができる者は、同項各号に掲げる条件を具

備するほか、当該災害発生の日から３年間は、な

お、当該災害発生により住宅を失った者でなけれ

ばならない。 
  
（改良住宅の入居者資格） （改良住宅の入居者資格） 
第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 
２ 市長は、改良住宅に入居させるべき者が入居せ

ず、又は居住しなくなった場合においては、前項

の規定にかかわらず、第６条第１項第１号本文及

び第３号から第５号までに掲げる条件を具備し、

その者の収入が次の各号に掲げる場合に応じ、当

該各号に定める金額を超えない者を当該改良住宅

に入居させることができる。 

２ 市長は、改良住宅に入居させるべき者が入居せ

ず、又は居住しなくなった場合においては、前項

の規定にかかわらず、第６条第１項第１号本文及

び第３号から第５号までに掲げる条件を具備し、

その者の収入が次の各号に掲げる場合に応じ、当

該各号に掲げる金額を超えない者を当該改良住宅

に入居させることができる。 
⑴ 第６条第１項第２号アからエまでに掲げる場

合 １３９，０００円 
⑴ 第６条第１項第２号アに掲げる場合 住宅地

区改良法施行令（昭和３５年政令第１２８号）

第１２条の規定により読み替えられる令第６条

第５項第１号に規定する金額 
⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 １１４，００

０円 
⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 住宅地区改良

法施行令第１２条の規定により読み替えられる

令第６条第５項第２号に規定する金額 



 

３ ［略］ ３ ［略］ 
  
（入居者の選考） （入居者の選考） 
第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
６ 市長は、第１項に規定する者のうち、配偶者の

いない者で２０歳未満の子を扶養しているもの、

引揚者、炭鉱離職者、高齢者、心身障害者又は生

活環境の改善を図るべき地域に居住する者で市長

が定める要件を備えているもの及び市長が定める

基準の収入を有する低額所得者で速やかに市営住

宅に入居することを必要としているものについて

は、第２項から前項までの規定にかかわらず、市

長が割当てをした市営住宅に優先的に選考して入

居させることができる。 

６ 市長は、第１項に規定する者のうち、２０歳未

満の子を扶養している寡婦、引揚者、炭鉱離職者、

高齢者、心身障害者又は生活環境の改善を図るべ

き地域に居住する者で市長が定める要件を備えて

いるもの及び市長が定める基準の収入を有する低

額所得者で速やかに市営住宅に入居することを必

要としているものについては、第２項から前項ま

での規定にかかわらず、市長が割当てをした市営

住宅に優先的に選考して入居させることができる。

  
 （連帯保証人の変更）  （連帯保証人の変更） 
第１４条 ［略］ 第１４条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 市長は、入居者に対し、当該連帯保証人に関す

る前項各号に掲げる事実の有無を確認するために

必要な限度において、報告又は書類の提出を求め

ることができる。 

 

  
 （入居者の地位の承継） （入居者の地位の承継） 
第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１３条第１項及び第２項の規定は、入居者の

地位の承継について準用する。この場合において、

同条第１項中「入居決定者」とあるのは「承継者

」と、同条第２項中「入居決定者」とあるのは「

承継者」と、「入居手続」とあるのは「地位の承

継の手続」と読み替えるものとする。 

３ 第１３条第１項（第２号を除く。）及び第２項

の規定は、入居者の地位の承継について準用する。

この場合において、同条第１項中「入居決定者」

とあるのは「承継者」と、同条第２項中「入居決

定者」とあるのは「承継者」と、「入居手続」と

あるのは「地位の承継の手続」と読み替えるもの

とする。 
  
 （管理代行者による管理）  （管理代行者による管理） 
第６０条 市長は、法第４７条第１項の規定により、

公営住宅等の管理を埼玉県住宅供給公社（以下「

管理代行者」という。）に行わせることができる。

第６０条 市長は、法第４７条第１項の規定により、

公営住宅及び共同施設の管理を埼玉県住宅供給公

社（以下「管理代行者」という。）に行わせるこ

とができる。 
２ 前項の規定により管理代行者が公営住宅等の管

理を行う場合におけるこの条例の適用については、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

２ 前項の規定により管理代行者が公営住宅及び共

同施設の管理を行う場合におけるこの条例の適用

については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 
［略］ 
第１３条及び第１

４条第１項 
 ［略］ 

 

［略］ 
第１３条、第１４

条第１項及び第１

 ［略］ 
 



 

  
第１４条第３項 市長 管理代行者

市営住宅 公営住宅 第１５条第１項 
市長 管理代行者

［略］  

 ５条第１項 
 

［略］  
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に整備され、又は整備に係る工事がされている公営住宅及

び共同施設のうち、この条例による改正後のさいたま市市営住宅条例第１章の２の

規定に適合しないものについては、当該規定は適用しない。 
 


